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取り組むことになる。

　人々のコミュニティを結び直すため、具
体的な方策を探りはじめた吉田さん。そ
んな中、また新たな出会いがあった。同じ
津波被災地である宮城県亘理町で開催
された、被災地の女性と東京の女性事
業家などとの交流会に参加し、国産オー
ガニックコットン栽培の先駆けとして活躍
する女性起業家と出会ったのだ。

　コットンは、いわき市にも深刻な獣害を
もたらしているイノシシが嫌う性質を持つ
うえ、土壌からの放射性物質の移行が比
較的少ないと言われている。温暖な気候
を好むため国内では主に関西以西で栽
培されているが、昔はいわき市内でもコッ
トン栽培が行われていたという。
　「食べ物ではなく衣類に使うコットンな
らば、放射線に不安を感じる人でも、安心
して気軽に参加することができるかもしれ
ない。コットンの栽培を通して、人 を々つな
ぐ交流の場をつくれるのではないか」。吉

福島県いわき市で、オーガニックコットンの栽培を通じて農業の再生や地域コミュニティの結びつきを強めようという
取り組みが広がっている。NPO法人ザ・ピープルが主導する「ふくしまオーガニックコットンプロジェクト」だ。
東日本大震災と東京電力福島第一原発事故によって傷ついた地域から、「誰も置き去りにしない」まちづくりを目指している。

	 ットン栽培を通じた
	 交流の場づくりコ

［着眼点］

ザ・ピープルのコミュニティ構築モデル

CHANGE
MAP

チェンジマップ

原発事故避難者と地域住民
とのコミュニティの分断

背景

原発事故の風評被害による
農業の衰退

背景

直接的効果

コミュニティの
構築

●汗を流してご飯を
　一緒に食べることで
　わだかまりを解消

直接的効果

支援者の
広がり

●援農体験の参加者
　23,000人以上

直接的効果

地域特産品の
開発

●ナチュラルコットン
　商品の開発・販売

副次的効果

●綿花にはイノシシ除けの 
　効果があるため、
　農地再生に役立つ

獣害の軽減

副次的効果

地域の雇用創出

地域の中で楽しみながら「ものをつくる、つかう」に参画することで、
循環型社会を形成する

将来ビジョン

綿花栽培の共同作業を通じて原発避難者と
いわき市の被災者のつながりを回復

着眼点

活動内容

ザ・ピープルの取組

●共同作業

和綿の有機栽培

●人的交流の機会

夏祭り、収穫祭

●女性の手仕事づくり

糸紡ぎグループ「織姫」

人の交流から社会事業を次々とプロデュース



その他

●フードバンク
　(他のNPO団体、
　福祉施設)
●古着リサイクル事業
　(地域住民)
●有機農法に関する
　全国からの視察等
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田さんはコットンにいわき市の「もやい直
し」の道を見出し、「放射能汚染への不
安」という負のイメージを持たれてしまっ
た福島だからこそ、環境に配慮した有機
農法を取り入れることを決めた。2012
年4月、こうして「ふくしまオーガニックコッ
トンプロジェクト」は動き出した。
　「オーガニックコットンの栽培をした
い」。吉田さんが周囲に呼びかけたとこ

ろ、いわき市内の農家を含む30人ほどの
住民が賛同し集まった。コットンの品種は、

「備中茶綿」という珍しい日本の在来種
を選んだ。外来種よりも収穫量は見込め
ないが、日本在来種の原綿は1kgあたり
の卸値が高くなるという目算があったか
らだ。収穫量は初年度こそ105kg（種付
きの状態）にとどまったものの、翌年には
890kgへと急増。栽培エリアも、いわき
市内の小中学校・高校の計11校を含
む26カ所に広がった。
　さらに、原発周辺地域からいわき市内
に避難していた参加者が、それぞれの故
郷に帰還して現地でオーガニックコットン
の栽培を始める動きも生まれた。広野町
の町民らが取り組む「広野わいわいプロ
ジェクト」をはじめ、楢葉町、富岡町、南相
馬市、そして2018年からは今も避難指
示が続く大熊町での試験栽培も始まっ

た。
　このオーガニックコットンの栽培を通じ
て、地域住民たちが互いの立場を越えて
語り合う場面も見られるようになった。当
初は市街地で住民らが集まるサロンを定
期的に開いてみたものの、どこかぎこちな
く会話は弾みにくかったという。しかし、コ
ットン農園での作業なら、互いに打ち解け
合うケースが多いというのだ。「畑で一
緒に泥だらけになって汗を流し、お腹がす
いたらみんなでごはんを食べる。そういう
場だからこそ、話せることはあると思う」

（吉田さん）。互いの立場を越えて、コミュ
ニティを結び直すーー。そうビジョンを掲
げた吉田さんは、このプロジェクトの意義
と効果に自信を得たと話す。

　オーガニックコットンの栽培では地元の
農家や住民らが参加していたが、それだ
けでなく、東京の企業によるCSR活動な
どとして、全国から延べ2万3000人以上
もの援農体験者が協力するなど輪を広
げてきた。さらに、その後も連携する団体
は広がりを見せるようになる。
　例えば、2013年2月に設立した、い
わきおてんとSUN企業組合がある。ザ・ピ
ープルは当時、国内での原綿の卸価格が
想定外に低い現実に直面していた。た
だ、地元農家は自分の畑もあるため、フル
タイムで手伝ってもらうのは難しい。人手
不足を補うために、新たにスタッフの採用
と人件費を捻出する必要があった。そこ
で、事業を継続させるため、吉田さんたち
はオーガニックコットンを使った商品開発
と販売に乗り出すことを決める。しかし、
商品企画や販路確保などの経験がない
ザ・ピープルだけで実現させるのは簡単
ではなかった。
　そこで、いわき市内の複数のNPO法人
などと協働し、いわきおてんとSUNプロジ
ェクトを新たに立ち上げ、その半年後にプ
ロジェクトメンバーと有志ら6人で、営利
事業を継続的に行える主体として、いわ

	 品開発の組合を結成、
	 ボランティアも商
［連携・協働］

ザ・ピープルの連携・協働の図

ザ・ピープル

民間企業

●CSR活動（栽培への
　人的支援、圃

ほじょう

場のオーナー
　としての財政的支援、
　社内マルシェへの
　招聘

へい

などの販路開拓支援）

●商品開発・販売
　(いわきおてんとSUN組合)
●帰還地における農地利用
　(広野わいわいプロジェクト)

地域

COLLECTIVE 
IMPACT

コレクティブ・インパクト

●震災復興支援事業
　(国、県等)

行政

住民が主体的に考え、行動する元気な街を作る

原発避難者 地域住民（高齢者・障害者） 地方公共団体

企業 農家

秋、オーガニックコットンの
収穫祭に集う地域の人たち。
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きおてんとSUN企業組合を設立。吉田さ
んは、代表理事に就任した。
　「ザ・ピープルでは、オーガニックコット
ンの栽培を通して人々の交流の場をつく
る。企業組合では、商品販売を通してそ
の収益基盤をつくる。その両輪で、事業を
進めていけたら」と吉田さん。現在は、自
ら栽培したコットンに輸入分をミックスし
て、独特の色合いを持ち味としたTシャツ
やタオル、手ぬぐいなどを製品化して販売
している。
　製品化の過程でも、様々なプレーヤー
と連携。紡績や製造は、富山県や「今治タ
オル」のブランドとして有名な愛媛県今
治市など、全国でも高い技術力を誇る地
域に依頼する一方、例えば手ぬぐいでは、
福島県須賀川市にある染色技術の優れ
た工場に製造を委託しているほか、刺繍
は地元いわき市の女性たちが行ってい
る。
　オーガニックコットンの栽培以外の分
野でも、連携が生まれている。東北6県で
連携し、生活困窮者に食料を提供するフ
ードバンク事業だ。ザ・ピープルは、米や
乾麺、缶詰などの食料を集めるとともに、
その食料があることで、相談窓口に困窮
者が足を運びやすくなるような仕組みを
つくり上げようとしている。 

　いわきおてんとSUN企業組合を設立
後、決して順調に商品の売り上げが伸び
たわけではない。立ち上げ当初は、助成
金や寄付金など外部支援に頼る部分も
大きかった。それでも、ザ・ピープルと企業
組合の両者で議論を重ね、商品開発のノ
ウハウも少しずつ蓄積。2016年以降は、
商品販売による事業収入も軌道に乗り
始めた。
　自分たちが栽培・収穫したコットンが
商品化されることで、参加者に新たなや
りがいが生まれる事例も出てきた。栽培し
たコットンを地元の女性たちが紡ぎ、手織
りのポーチなどをつくる取り組みがその1

つだ。農業をはじめとする地域の産業が
風評被害などの不安に苦しむ中、このオ
ーガニックコットンのプロジェクトは新た
な産業創出の可能性を秘めているといえ
そうだ。
　このほかにも、畑ではいわき市内の公
営住宅に住む避難者の男性が中心とな
り、「みんなの畑菜園」を始めた。参加者
が希望する野菜を栽培し、収穫物を交流
イベントなどで振る舞う料理の食材などと
して活用する試みだ。トウモロコシやカボ
チャ、スイカ、枝豆などの農作物をつくり
始めている。
　地域住民やコミュニティをつなぐコット
ンの栽培と、それを持続的に回していくた
めの商品販売。この両輪はがっちりとか
み合い、今力強く歩みを進めている。
　ザ・ピープルは2016年度、5年間に
及ぶ活動を検証するために報告書を作
成した。活動によって「置き去りにされて

いる被災者・避難者はいないだろうか」
との思いで、住民などへのヒアリングを重
ねた。その結果、「ここで新たな思いで出
発しようと思った」などと前向きな回答が
数多く寄せられた。一方で、活動を支援す
る人たちや運営スタッフからは、まだ接点
を持てていない住民たちや、地元の関係
機関ともっと連携を深めるべきとする意
見もあったという。
　「 誰も置き去りにしない 」。国 連 が
2015年に定めた「持続可能な開発目
標」（SDGs）で掲げた普遍的な目標を
表す言葉だ。これは震災と原発事故後、
住民と共にそれぞれの立場や違いを越え
た地域コミュニティの結び直しを目指す、
ザ・ピープルの目標とも重なる。「住民主
体のまちづくりをしたい。その思いがある
からこれまで走って来られたし、これから
もずっと走っていけると信じている」（吉
田さん）

	 品販売による
	 事業収入も軌道に商

［持続性］

福島県いわき市

エリアArea

本事例の問い合わせ先

NPO法人
ザ・ピープル

〒971-8168　
福島県いわき市小名浜君ヶ塚町13-6

所在地

0246-52-2511T E L

https://npo-thepeople.com/H    P

主な事業内容：オーガニックコットンの栽培、
災害救援、古着リサイクル事業など

主な事業内容

右・「ふくしま潮目」と名付けられた
自社ブランド製品には、福島からの
想いが込められている。
下・自ら手がけたタオルと
手ぬぐい。味わいのある質感や
デザインが目を引く。



一緒に料理をすると、初顔合わせでも
すぐに意気投合（福島県浪江町にて）
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　仮設住宅の集会所にエプロン姿の女
性たちが集まり、楽しく会話しながら一緒
に料理を楽しんでいる。完成した料理に、
参加者の笑顔が一気に弾けた。これは、
公益財団法人味の素ファンデーション

（以下、「味の素ファンデーション」とい
う。）が、調理台や食材などを提供して開
催している料理教室の一コマだ。
　味の素株式会社は東日本大震災後の
2011年10月以降、岩手・宮城・福島
の3県で、仮設住宅などに暮らす住民ら
を対象にした料理教室を開催してきた。
狭い仮設住宅のキッチン、不慣れな生活
で栄養が偏りがちだった食事状況を支援
するとともに、参加者らが一緒に料理をす
ることで交流の輪が広がり、コミュニティ
の再生にも一役買っている。
　震災後、味の素グループは物資提供や
炊き出し支援などを行っていたが、「より
現地に根ざした活動をしよう」と2011年
7月、専任担当者を現地に送り込んだ。

「現地がどんなことに困っているのか。ニ
ーズを吸い上げてきてほしい」。そう指示
を受けた担当者は、被災各地を駆け回
り、本業と関連深い「食」や「栄養」に関す
る課題を中心に、関係者へのヒアリングを
繰り返した。
　すると、現地の住民が抱えている課題
が次第に浮き彫りになってきたという。そ
れは、仮設住宅での暮らしによって栄養バ
ランスが偏り、住民に健康悪化の心配が
あること。また、仮設住宅という新たなコミ

ュニティにおいて住民間の交流が希薄化
し、高齢者を中心に孤立や引きこもりが生
まれていることだった。そうした中で生まれ
たのが、料理教室を中心とする「ふれあい
の赤いエプロンプロジェクト」だ。

　掲げたコンセプトは、「一緒につくっ
て、一緒に食べる」。栄養バランスのとれ
た食事をとることで健康問題の改善をサ
ポートすることに加え、住民同士が「一緒
につくって、一緒に食べる」ことで、新たな

交流が生まれるきっかけになるのではな
いかー。そう考えたという。
　プロジェクトの活動内容は、「健康・
栄養セミナー」「男の料理教室」「あじ
のひみつ」の主に3つのセミナーで構成
される。
　その中心となっているのが、「健康・
栄養セミナー」だ。対象は老若男女問わ
ず、参加者にはまず減塩や野菜の摂り方
など栄養改善に関するレクチャーを行い、
その後専属の栄養士が開発したレシピを
参考に参加者が一緒に調理。料理が完

「一緒につくって、一緒に食べる」料理教室
栄養改善とコミュニティの再生支える

岩手県山田町で開催された「男の料理教室」。
参加者は料理の腕前を上げている。

9

広域

エリアArea

取組主体Player

公益財団法人味の素ファンデーション

取組の内容Project

料理教室による栄養改善、
コミュニティ再生サポート

	 緒につくって、一緒
	 に食べる」場をつくる一

［着眼点］

	 を通じて栄養改善、
	 住民交流を食

［ヒト］

人物Profile

長谷川泰伸

味の素株式会社 広報部 
ダイレクト
コミュニケーション
グループ長 CSR統括

公益財団法人味の素
ファンデーション 
マネージャー

（はせがわ やすのぶ）
齋藤由里子

（さいとう ゆりこ）

取組のポイントPoint

「一緒につくって、一緒
に食べる」場をつくる

［着眼点］

現地の協働パートナー
が「主催者」になる

［連携・協働］

ノウハウを伝え、
自主開催を増やす

［持続性］

「食」を通じて栄養改善、
住民間の交流を

［ヒト］



レシピを作成してい
る釜石市出身の栄
養 士・ 三 浦さん。
実家も被災してい
るため、レシピに想
いを込める。
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成した後はテーブルを囲み、料理を味わ
いながら楽しく会話する。
　男性に限定した「男の料理教室」もあ
る。男性は女性に比べて引きこもりやアル
コール依存に悩むケースが少なくない。実
際、最初に始めた「健康・栄養セミナー」
には、男性の参加者が少なかったという。
そのため、気軽に参加できるようにと「男
性限定」の教室を新たに開くことにした。
　さらにもう1つ、「あじのひみつ」は子
どもたちへの食育を主眼に置いたセミナ
ーだ。東北地方はもともと塩分摂取量が
多い地域として知られる。そのため、保育
園の園児を対象に、減塩対策の1つとな
る「うま味」について学んでもらおうという
ものだ。

　料理教室で作るレシピにもこだわって
いる。レシピを毎月作成している専属栄
養士の三浦優佳さん（岩手県釜石市出
身）は、「1献立あたりのカロリーや塩
分、タンパク質の量、コストに基準を設け
ているほか、地元で簡単に入手できる食

味の素グループは2011年10月から、岩手・宮城・福島3県の仮設住宅の集会所などで料理教室などを行う
「ふれあいの赤いエプロンプロジェクト」に取り組んでいる。これまでに約3,500回実施し、栄養改善に加え、
コミュニティの再生をサポートしている。2017年4月から、公益財団法人味の素ファンデーションに事業を移管した。

材を使ったり、季節を意識したりするなど
工夫を凝らしている」と話す。
　3つの料理教室・セミナーはこれまで
に3県49市町村で開催し、回数は3,516
回。参加者も延べ53,374人に上り（い

ずれも2018年12月末現在）、どんどん
広がりを見せている。
　三浦さんは、引きこもりがちだった住民
が「料理なら」と重い腰を上げ、終わった
後は「また来たい」と笑顔で帰っていくシ

味の素ファンデーションの栄養改善・コミュニティ再生モデル

「食・栄養」軸での、災害時の課題の最小化と日本全体の防災力向上

将来ビジョン

CHANGE
MAP

チェンジマップ

「一緒につくって、一緒に食べる」場の提供

着眼点

活動内容

ふれあいの赤いエプロンプロジェクト

●日々の食事における栄養
　面の改善に着目した情報共有
●「一緒につくって、　一緒に
　食べる」体験型セミナー

健康・栄養セミナー
●不適当な食生活や
　アルコール依存症増加等の
　課題を背景にスタートした
　男性限定セミナー

男の料理教室
●保育所や幼稚園の園児を
　対象とした
　うま味学習セミナー

あじのひみつ

住民同士の
交流の希薄化

背景

高齢者の
孤立・引きこもり

背景

「料理離れ」による
栄養・健康問題

背景

副次的効果

より幅広い課題解決に向け、●他の被災地支援に資する形でのアウトプット
●「食と栄養」軸での防災対応への着手

公益財団法人の立ち上げ

直接的効果

食を通じた心と
身体の健康改善

サポート

直接的効果

コミュニティの
再生

サポート

副次的効果

ボランティアに
よる交流人口の増加

副次的効果

ボランティアの
口コミよる広報

サポート（風化防止）

副次的効果

地域人材の
発掘・育成
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ーンを何度も目にしてきたという。「食べ
ることは毎日のこと。誰もが参加しやすく、
関心も持ってもらいやすい。家でもう一度
作っていただけるなど、その後の行動にも
つながる。今は参加エントリーが受け切
れないくらいの状況」と笑顔で語る。
　味の素ファンデーションで専務理事を
務める重宗之雄さんも、「一緒に料理を
つくることでコミュニケーションが生まれ、
おいしいものを食べて笑顔になる。食の
力を改めて痛感している」と話す。単に栄
養改善だけでなく、食を通じて広がる住
民同士のコミュニケーションや笑顔に、手
応えを感じている様子だ。
　さらに、こうした一連の活動によって、
行政との協働プロジェクトが立ち上がる
などの波及効果も生まれた。その一例
が、宮城県庁と連携して取り組んだ水産
物の販促活動だ。宮城県産水産物の地
産地消を目的に、県産水産物と味の素グ
ループの商品を小売店で協働販促した
り、事業所の食堂のメニューとして提供す
るなど、本業でも産業支援を行っている。

　料理教室を運営するうえで最も重視し
たことの1つが、現地パートナーとの協働
だ。その顔ぶれは、地元の行政や社会福
祉協議会、食生活改善推進員協議会、
NPO 、大学、仮設住宅の自治会などと
多岐にわたり、人数にすると約300人に
達しているという。
　プロジェクトの東京デスクを担当してい

る味の素ファンデーションの齋藤由里子マ
ネージャーが、「真の復興に向け、地域に
根差した、地域の主体性を引き出す活動
にしていただくには、現地のパートナー団
体が主役になるのが一番だ」と語るよう
に、プロジェクトのスタッフはあくまで調理
器具、食材の準備、レシピ提供などの「サ
ポート役」に徹し、現地の協働パートナーが

「主催者」になることにこだわったという。
　プロジェクトを進めるうえで、東京から
担当者が出張ベースで現地に通うので
はなく、現地に拠点を構えた。
　「現地に社員を常駐させたことは、現地
との信頼関係を醸成するうえで大きかっ
た。現地に張り付くことで、いろんな情報や
ニーズが入ってきた」と語るのは、宮城県仙
台市の拠点を担当する山田幹夫さんだ。
　現地拠点は仙台のほかに岩手県遠野
市、福島県いわき市の3カ所に開設し、各
拠点に2人ずつスタッフを常駐させた（グ
ループ従業員含む）。なお、遠野拠点は
2018年6月末で閉鎖し、機能を仙台に
移管したため、現在は2拠点で活動して
いる。
　これにより、例えば協働パートナーを探
す際は、現地で支援活動をしていたNPO
法人ジャパン・プラットフォームに紹介して

いわき拠点で活動している井澤さん（右）と
飯岡和也さん。

仙台拠点では山田さん（左）、
渡部篤彦さんが住民と一緒に現場を支えている。

	 地の協働パートナー
	 が「主催者」になる現
［連携・協働］

味の素ファンデーションの連携・協働の図

公益財団法人
味の素

ファンデーション

その他

●ボランティア
　（味の素グループ従業員、
　グループ外業務関係者、
　知人・友人など）

支援団体

●被災地情報の提供や
　協働パートナーの紹介
　（ジャパン・
　プラットフォームなど）

民間企業

●寄附（味の素グループ）
●セミナーでの
　コラボレーション
　（パナソニック）

●セミナー主催者となる
　協働パートナー
　（社会福祉協議会・
　食生活改善推進協議会・
　大学・NPO・自治会・
　生協など）

地域

COLLECTIVE 
IMPACT

コレクティブ・インパクト

孤立を防ぎ、交流・コミュニティをつくる

仮設住宅・災害公営住宅などの居住者 地域住民

※2017年4月
味の素株式会社より事業移管

●セミナー主催者となる
　協働パートナー
　（岩手、宮城、福島3県
　各市町村の地方自治体）

行政
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もらい、地域事情に精通する社会福祉協
議会などに協力を打診するなどした。より
住民のニーズに応えられる運営体制を整
備するため、パートナー団体から課題や
要望を聞いた。また、料理教室への参加
者を募る際にも、現地パートナーの協力
を得ながら、仮設住宅内を回るなどして
地道に声をかけ続けたという。
　現在、いわき市の拠点を担当する井澤
敬道さんは、「一言で言えば、『傾聴』
だ。現地のことは現地の人がよく知ってい
る。じっくりと現地の声を聞き、寄り添うこ
とを意識した」と地道な活動の重要性を
口にする。
　一方で、インターナルコミュニケーション

（社内広報）も重要な役割を果たしたと
いう。料理教室には、従業員ボランティア
が数多く協力している。グループ従業員
やOB・OGから募った募金などを現地ま
での交通費や宿泊費に充てる仕組みをつ
くり、これまでに延べ2,903人のグルー
プ従 業 員が 参 加（2018年１２月 末 現
在）。齋藤さんは、「社内の一部の人が
動いているだけでは活動の継続性は担
保できない。いかに社内全体に活動状況
や現地の反響を発信して、共感者を増や
すかが重要だった」と指摘する。
　料理教室のボランティアは現在、グル
ープ従業員以外でも広く募っており、ホー
ムページで募集している。

　そうした中、「ふれあいの赤いエプロン
プロジェクト」は2017年4月に公益財団
法人味の素ファンデーションに事業を移
管した。この狙いの1つは、活動の持続性
を担保するためだ。震災から月日が経つ
につれ、営利を目的としないCSRとして
の復興支援活動をどう継続させればいい
のか。頭を悩ます企業は少なくない。
　味の素株式会社広報部の長谷川泰伸
さん（ダイレクトコミュニケーショングルー
プ長 CSR統括）は、定量的成果などは

「もちろん重要な経営指標だ」としたうえ

で、「そういったものでは測れない、長く
関わっていく必要のある社会貢献度の高
い事業がある」と力を込める。それがまさ
に「ふれあいの赤いエプロンプロジェク
ト」で、味の素株式会社本体から切り離す
ことで、活動を継続しやすい環境を整え
たのだ。現在は、味の素グループが同財
団に拠出した活動資金をベースに、味の
素株式会社所属の齋藤さん、重宗さんら
を出向させて活動を続けている。
　そんな「ふれあいの赤いエプロンプロジ
ェクト」が今、最も力を入れているのが、料
理教室の自主開催を増やすことだ。
　重宗さんは、「仮設住宅が徐々に閉鎖
され、住民は災害公営住宅へと移ってい
る。そこでまた、新たにコミュニティをつくり
直す必要がある。その一方、いつまでも被
災者にさせないために、地域の人たちに
一層の主体性を発揮してもらえるようにサ
ポートする必要もある」と力を込める。

　当初から現地の自立運営を想定し、協
働パートナーに主催してもらう形式をとっ
てきたが、そこからさらに一歩踏み込み、
料理教室の運営そのものを現地のパート
ナーが行う仕組みに広げようというのだ。
味の素ファンデーションのスタッフや味の
素グループの従業員ボランティアを派遣せ
ず、食材費や調理器具、レシピ提案などの
間接支援にとどめる。そんな自主開催は
2018年度、前年度実績の10回から大幅
に増やし60回の開催を目指して、すでに
4月から12月の間に69回開催された。
　人材や資金確保、安全・衛生管理な
ど課題は決して少なくないというが、現地
パートナー団体向けに運営ノウハウを伝
えるセミナーを開催するなど、強力にバッ
クアップしている。開始から8年目に突入
した「ふれあいの赤いエプロンプロジェク
ト」は、これからまた新たなステージへ駆
け上がっていく。

みんなでつくると、より美味しい（岩手県陸前高田市の開催風景）

	 ウハウを伝え、
	 自主開催を増やすノ

［持続性］

広域

エリアArea

本事例の問い合わせ先

公益財団法人味の素ファンデーション

〒104-0031　東京都中央区京橋1丁目19-4　
TAF京橋ビル3階

所在地

03-5250-7881T E L

http://www.theajinomotofoundation.org/H    P

食と栄養支援事業、低所得国栄養改善事業、
栄養士制度創設事業、
被災地復興応援　健康・栄養セミナー事業

主な事業内容



一緒に料理をすると、初顔合わせでも
すぐに意気投合（福島県浪江町にて）
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　毎月11日、18時になると来店客が
三々五々集まってくる。店内のカウンター
を挟んでお酒や料理を提供する学生と、
その向かい側にいる大人たちが会話を弾
ませていた。これは、京都で毎月11日に
開催されている「きっかけ食堂」だ。
　食を通して、東北を知るきっかけにして
ほしい。そんな願いを込めて、関西の学生
が主体となって取り組んでいる「きっかけ
食堂」。被災地の生産者から仕入れた魚
介類や野菜、地酒などの食材を提供する
ことで、東北に思いを馳せ、さらに現地の
人 たちとのつながりを生 み 出そうと
2014年5月に始めた。
　立ち上げたのは、当時、立命館大学に
通っていた3人の学生だ。そして、3人が
大学を卒業した後、その意思を引き継い
で2017年4月から2代目代表を務めて
いるのが、京都女子大学に通う奥田晴香
さんだ。震災当時、奥田さんはまだ中学
生だった。高校生のとき初めて被災地を
訪れ、現地の人たちがつらい記憶を乗り
越え、力強く歩む姿を目の当たりにし、

「復興に協力したい」との思いが芽生え
たという。そこから、いくつかの被災地の
支援活動にかかわるようになり、大学の
ゼミの先輩に誘われて参加した東北ツア
ーで、初代メンバーの3人と出会った。そ
の縁で「きっかけ食堂」にかかわるように
なった。
　初代メンバーの3人は、原田奈実さん、
右近華子さん、橋本崚さん。初代代表の
原田さんは、高校時代に震災ボランティ
アにかかわったことをきっかけに、「身近
なところでも被災地とつながっていたい」
という強い思いが生まれた。現地で被災
者と交流を重ねる中で、「福島が嫌われ
者になった」という言葉にショックを受け、

「東北の魅力や復興を語り合う場をつく
りたい」と、東北の食材を使った食堂を京
都に開こうと決心する。
　右近さんは、原田さんの中学時代から
の親友だ。原田さんに誘われてボランティ
アに参加し、食堂運営にも加わることにし
た。神戸市出身の右近さんは、1995年
1月に生まれた。阪神・淡路大震災が起
こった3日後のことだ。幼い頃から震災当
時の様子を聞かされて育ったという。橋
本さんも同様に、2人とともにボランティ
アに参加し、食堂の運営にもかかわるよう
になった。

「食」を通して東北とのつながりを生む
 京都発、毎月11日に開催する「きっかけ食堂」10

広域

エリアArea

取組主体Player

きっかけ食堂

取組の内容Project

東北の食材を使った食堂の企画・運営

	 広い世代との
	 出会いに惹かれて幅

［ヒト］

カウンター主体の店内で、学生や大人が会話を弾ませている。

取組のポイントPoint

日常の中に東北との
接点を設ける

［着眼点］

生産者が誇りを
取り戻すきっかけに

［連携・協働］

東京、名古屋へ波及。
後輩にバトン託す

［持続性］

幅広い世代との
出会いに惹かれて

［ヒト］

京都女子大学在学中。高校時代に初めて被災地を
訪れ、被災した人たちが力強く生きる姿を目の当たり
にし、「復興に協力したい」との思いを抱く。大学ゼミ
の先輩に誘われて参加した東北ツアーで初代メンバ
ーの3人と出会い、2017年4月から2代目の代表
を務めている。

奥田晴香
おくだ はるか

代表

人物Profile



食堂を運営するのは全員が関西の大学生だ
（前列中央が奥田さん）
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　この3人を中心に、徐々に人の輪が広
がって行ったのだ。
　現在代表を務める奥田さんは、「いろ
いろな東北支援活動の中でも、『きっか
け食堂』が圧倒的に楽しくて、みんな笑
顔なのが印象的だった」と話す。「食を
通じて、幅広い世代の人とつながっていく
ことにも魅力を感じ、先輩が卒業して食
堂がなくなるのはもったいない」と、代表
を引き継いだ。

　そんな「きっかけ食堂」には、毎回40
〜 45人程度が来店する。客数は開催曜
日によって多少異なるが、そのうち過半
数を学生以外の大人が占める。毎月のよ
うに顔を出す人もいれば、「きっかけ食
堂」のFacebookなどを見て初めて訪れ
る人もいる。毎月来店する参加者も少な
くなく、客同士が顔馴染みになって新た
な交流も生まれているという。
　「きっかけ食堂」の特徴は、なんと言っ
ても参加するハードルの低さにある。震災
の記憶が風化しつつある中、「何かした
い」という思いがあっても、いざ支援やボ
ランティア活動に参加するには勇気が必
要だ。だが、「きっかけ食堂」なら、馴染
みの飲食店に顔を出すような気軽さで、
東北とつながり続けることができる。日常
生活の延長線上で、東北について思いを
巡らすことができるのだ。
　ただ、通常の飲食店とは一味違う仕掛
けもある。毎回20時11分に設けられる、

「食」を通して東北とのつながりを生む
 京都発、毎月11日に開催する「きっかけ食堂」

東北のことを思い出すきっかけにしてほしい。そんな願いを込めて、関西の大学生が毎月11日に京都で開催している
「きっかけ食堂」。東北各地から魚介類や野菜などを仕入れ、生産者の思いやこだわりを来店者に伝えている。
発祥の地・京都以外にも、卒業した先輩たちの手によって東京、名古屋でも開催するなど広がっている。

	 常の中に東北との
	 接点を設ける日

［着眼点］

「きっかけタイム」だ。常連客の中には「こ
の時間があるからこそ意味がある」という
人もいる。一見の客もこの時間をきっかけ
に、スタッフやほかの客と会話を弾ませる
ことができる。
　「きっかけタイム」の仕組みはこうだ。ま
ず、来店した客に「きっかけカード」が渡さ

れる。ここには、「話したいこと」「東北・
熊本で連想すること」を書き込む欄が設
けられている。当初は「東北で連想するこ
と」だったが、2016年に熊本地震が発
生したのを機に、「熊本」を追加した。書
き込む内容は自由。東北や震災の話題だ
けに偏らないよう、「話したいこと」の欄

きっかけ食堂の交流・関係性創出モデル

東北の魅力をアピールしてファンを増やす

将来ビジョン

CHANGE
MAP

チェンジマップ

日常の中で東北とつながる場の提供

着眼点

活動内容

きっかけ食堂の取組

●お客さんが東北について語り合う
東北の食材を使った料理の提供

●お客さんが東北について語り合う
きっかけタイムの実施

支援活動やボランティア
活動に対するハードルの存在

背景

風評被害と
震災の記憶の風化

背景

直接的効果

東北の魅力
発見

直接的効果

被災地との
接点強化

副次的効果

コミュニティの
形成

●お客さん同士が
　自発的に
　コミュニティを形成

副次的効果

きっかけから
行動への発展

●お客さん自ら
　東北を訪問
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も設けることにした。「東北のことを話し
ましょう」と限定してしまうと、現地に行っ
たことのない人は居心地がよくないだろ
うという配慮からだ。
　実際、店内で交わされる話題は様々
だ。社会人なら仕事の話、学生なら就職
活動やアルバイトの悩みなどを語り合うこ
ともある。初対面同士でも、カードの書き
込みを見れば話の糸口をつかみやすい。
カウンター主体の店のつくりも功を奏し、
客は店内を自由に移動しながら、様々な
話題に花を咲かせる。

「私たち運営メンバーにとっても、お客さ
んとの出会いはかけがえのないもの。食
堂にかかわっていなければ決して出会え
なかった人に、たくさん出会うことができ

た。みなさんが応援してくださることで、食
堂を続けてこられた」と、奥田さんは参加
者への感謝を口にする。
　また、奥田さんたちは東北の生産者と
の顔の見える関係づくりにも尽力してい
る。食堂を開催する日に、東北の生産者と

「きっかけ食堂」をテレビ電話などでつな
いで、京都にいながら東北と触れ合える
工夫を凝らしているのだ。
　実際、東北への思いはあっても、なかな
かつながりや交流を持てなかった人が、

「きっかけ食堂」での出会いをきっかけに
現地を訪れるケースもあるという。「マス
メディアからの情報だとピンと来なくても、
ここで知り合った人から直接話を聞くこと
で、東北に興味を持ってくれる人もいるみ

たい。わざわざ生産者さんを訪ねてくださ
った人もいる。お客さん同士で『一緒に行
こう』という話になることもあって、とても
うれしい」（奥田さん）

　「きっかけ食堂」の運営は、学生が中心
に行っている。現在は奥田さんをはじめ、
ボランティア活動で知り合った仲間に声
をかけ、おおむね5人体制で毎月の運営
を続けている。それぞれ別々の大学に通
っているため、食堂の開催日以外に月1
回、顔を合わせてミーティングを行ってい
る。食物栄養学を学ぶ仲間が「料理長」
を担うなど、各メンバーの得意分野を生
かしながら、無理のない範囲で楽しみな
がらかかわっているようだ。
　食堂の舞台にしているのは、「魔法に
かかったロバ」という飲食店だ。「若者と
社会をつなげる」というコンセプトのもと、
学生を含め、誰でも「日替わり店長」にな
れる店。過去5年間で約400人以上の店
長が店のカウンターに立ってきたという。

「きっかけ食堂」は、その店長枠を月に1
回借りるかたちで運営されている。店側
も、奥田さんら学生を来店客に自信を持
って勧められる「認定店長」として応援し
ている。「きっかけ食堂」にとって欠かせ
ない支援者だ。
　また、食材を提供してくれる東北の生
産者も大事なパートナーだ。現在は、15
軒ほどの生産者から食材を仕入れてい
る。初代メンバーから引き継いだ生産者
もいれば、現在の運営メンバーが新たに
開拓した生産者もいる。運営メンバーは
年に1〜 2回、揃って生産者に会いに行
っており、それ以外でも都合のつくときに、
できるだけ現地を訪れるようにしている。
出かける先々で、多くの人が新たな人を
つないでくれるおかげで、少しずつ輪が広
がってきた。そこで受け取った生産者の
思いを、毎月の「きっかけタイム」で来店
客に伝えている。
　「もともとは私たちが東北を応援する

上・現在は卒業メンバーが
東京でも毎月開催している。
左・メンバーは生産者に定期的に
会いに行っている

（石巻市の漁師・菅野善太郎
さんを訪ねた際の様子）

食堂の大きな特色である「き
っかけカード」。会話のきっか
けになる。　

	 産者が誇りを
	 取り戻すきっかけに生
［連携・協働］
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気持ちで始めたつもりだったが、実は生
産者さんに私たちが応援していただいて
いる面もある」と奥田さん。「復興庁の

『新しい東北』復興・創生顕彰に選ばれ
たことも最初は恐縮していたが、石巻市

（宮城県）の漁師さんが『生産者にとって
も誇りだ』と言ってくださったのが励みに
なった」という。「きっかけ食堂」は、学生
と生産者双方にとって、大きな励みになっ
ているのだ。

　学生中心の「きっかけ食堂」ならでは
の課題に、事業の継続性がある。奥田さ
んは現在、4回生だ。この春には社会人
となり、これまでのように活動を続けるこ
とは難しい。自身が初代から引き継いだ
ように、後輩にバトンを託す時期が近づい
てきている。
　これからは、ますます震災の記憶が薄
い若い学生が増えていく。東北から離れ
た関西ではなおさら、記憶を継承するの
は簡単ではないだろう。そこで、奥田さん
らは身近な知り合いに声をかけるだけで
なく、ボランティア募集サイトなども利用し
て、食堂運営に関心のある人を広く集め
ようとしている。
　そうして仲間同士で力を合わせて取り
組めば、決して求心力を持つリーダーが
いなくても、続けていけるはずだ。「私は
決してリーダーシップがあるタイプではな
く、むしろ逆」と自己分析する奥田さんは、
代表になったときは「人生最大のプレッシ
ャーを感じていた」と振り返る。「でも、一
緒に運営しているメンバーに助けられて、
ここまで続けることができた」。そう語る奥
田さんは、新たな後輩たちが仲間同士で
支え合いながら、食堂を続けてくれること
を期待している。
　運営メンバーが卒業してしまう宿命は、
決して悪いことでばかりではない。実はプ
ロジェクト発祥の地・京都のほかに、
2018年4月からは東京でも毎月11日
に食堂が開かれるようになった。担ってい

るのは、東京の企業に就職した初代メン
バーの原田さんと右近さんだ。さらに、不
定期ながら名古屋でも開催されている。
京都発の活動が、少しずつ全国に広がり
を見せているのだ。
　「月にたった1度の活動でも、東北から
離れたところでも、無理なくマイペースに
できることがある」。この実感を得た奥田
さんは、卒業後も食堂の運営以外に、何

らかのかたちで東北を知ってもらう活動
ができないか模索しているという。活動の
かたちやかかわり方は変わっても、被災
地への思いや人とのつながりは変わるこ
とはない。奥田さんをはじめとする「きっか
け食堂」にかかわったメンバーは、それぞ
れが置かれた場所と東北をつなぐ取り組
みを、これからも続けていくつもりだ。

	 京、名古屋へ波及。
	 後輩にバトン託す東

［持続性］

広域

エリアArea

本事例の問い合わせ先

きっかけ食堂

〒602-8374　京都府京都市上京区一条通御前
西入ル西町90（誰でも店長になれる日替わり店長の店

「魔法にかかったロバ」）

所在地

https://kikkake-syokudo.orgH    P

東北の食材を使った食堂の企画・運営主な事業内容

きっかけ食堂の連携・協働の図

きっかけ
食堂

その他

●食材の提供（仕入れ）
   （東北の漁師、農家）
●卒業生による他地域での
　展開（東京、名古屋）

民間企業

●食材の提供（仕入れ）
　（東北の食品関連企業）

●運営サポート
　（地元の大学、学生団体）
●運営店舗の提供
　（魔法にかかったロバ）

地域

COLLECTIVE 
IMPACT

コレクティブ・インパクト

東北の魅力をアピールしてファンを増やす

来店者
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 人が輝き、
 支え合う
 地 域 へ

 「新しい東北」が
 照らす未来

東日本大震災の後、東北には復興、そして地域課
題の解決に取り組む団体、リーダーが数多く生まれ
た。彼らの活動は、この社会に大きな教訓とヒントを
産み落とした。あれから、まもなく8年。この間、全国
各地で自然災害が頻発。そうでなくても、少子高齢
化や過疎化で地域は疲弊している。今こそ、改めて
東北から学びたい。地域を盛り上げるために必要な
ことは何なのかーー。官民の連携、チームマネジメン
ト、次世代の育成。様々な切り口で、東北で活躍す
るリーダー3人に議論してもらった。

玉村　本日は平成29年度「新しい東北」復興・創生顕彰

を受賞された3人の代表者に集まっていただきました。まず

最初に、それぞれの活動を簡単に紹介いただけますか。

廣野　宮城県気仙沼市で「ちょいのぞき気仙沼」という観
光プログラムを行っています。地元ならではの仕事や暮ら

しを観光コンテンツにし、市民に地元の魅力を再発見して
もらったり、市外から観光客を呼び込むためです。
　きっかけは、市が震災復興計画を立てた際に、主力の水
産業の復旧は時間がかかるため、もう1つの柱として観光
に力を入れようと決めたことでした。その後、地元の有識者
を集めてワークショップなどを重ね、気仙沼ならではの体験
を盛り込んだアクティビティ商品を開発しようというアイデ
アが生まれました。例えば、漁具屋や製氷工場、魚箱を扱
う函屋（はこや）の見学プログラムなどがあります。
　その企画・運営を担っているのが、市内の水産事業者
らで構成する「観光チーム気仙沼」です。今では多くの事
業者が協力してくれるようになり、プログラムの一般参加
者は昨年までの約3年間で6000人以上に上っています。
吉澤　僕らは寄付で集めた車を使って、カーシェアリング
に取り組んでいます。震災発生直後、被災者の生活に欠か
せない車が圧倒的に不足していたので、寄付でいただい
た車を石巻市（宮城県）の仮設住宅を舞台に、住民みんな

吉澤武彦
代表理事

Takehiko Yoshizawa

一般社団法人
日本カーシェアリング協会

SPECIAL ISSUE
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で共同使用するところから始めました。
　ただ、単に移動・交通手段としての一般的なシェアリン
グとは違います。最大の特徴は、コミュニティが介在してい
るカーシェアリング、つまり「コミュニティ・カーシェアリング」
であることです。用途が幅広く、高齢者を病院に送迎した
り、乗合で買い物に出かけたり、秋にはみんなで紅葉を見
に行ったりと、そのコミュニティの“お出かけサークル”のよ
うな活動です。車を使って、地域を支え合う仕組みをつく
る。そのことに主眼を置いています。
　2012年からは、石巻市から委託を受けて「カーシェアリ
ング・コミュニティ・サポートセンター」を設置し、仮設住宅
や復興公営住宅を舞台に活動しています。市も、コミュニテ
ィづくりの一助としてカーシェアリングを後押ししてくれてい
るわけです。
多田　遠野まごころネットは震災後、物資提供などの緊急
支援を目的に立ち上げましたが、その後は地域の産業や
雇用創出に関する事業を手がけるようになりました。

　私たちが大事にしているのは、高齢者も子どもも、障害
者も健常者も、みんなが一緒になって地域づくりに関わる
こと。そして、それを経営として持続的に成り立たせること
を意識しています。
　例えば、農業の6次産業化です。農園で育てたブドウやバジ
ルを使い、ワインなどの加工品にして販売しています。そこで
は、障害者や高齢者に数多く働いてもらっています。そのため
に、就労支援センターを立ち上げるなどしてきました。その時々
で、「被災地で何が必要とされているか」を的確にとらえて、で
きるだけ早く事業や雇用をつくることを大事しています。

玉村　それぞれの活動を聞いてみて、お互いに興味深い

周囲を巻き込み、
連鎖を生み続ける仕組み

廣野一誠
リーダー

Issei Hirono

観光チーム気仙沼

多田一彦
理事

Kazuhiko Tada

NPO法人遠野
まごころネット

玉村雅敏
総合政策学部教授

Masatoshi Tamamura

慶應義塾大学
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点などはありましたか。

吉澤 「ちょいのぞき気仙沼」は、地元の仕事をプログラム
にしている点がとても印象的です。どのようにプログラムを
つくっているのでしょうか。
廣野　最初は、東京から復興支援で来ていた企業からア

ドバイスをもらいました。
例えば、彼らに地元事
業者の仕事ぶりを見て
もらうと、驚くことが少な
くありません。地元では
当たり前に思っていた
仕事も、外から見ると新
鮮に映る。そういうもの
を、プログラムに落とし

込むことから始まりました。
　それから、モニターツアーなどを実施し、参加者のアンケ
ートをもとに事業者間で意見を交わし合い、プログラムの
見せ方や構成などをブラッシュアップしています。例えば見
学中に休憩を入れて、お茶を出したりすると満足度が高く
なったりするんです。些細なことですが、色 と々工夫してい
ます。そうやってプログラムが徐々に増え、運営のノウハウも
身についてくると、次第に「やってみたい」と新たに参加し
てくれる事業者が集まり、どんどん広がってきました。
　私からも、多田さんにお聞きしたいことがあります。活動
の幅広さに驚いたのですが、ジャンルを問わず様々な事業
に関心をもつ原動力は何なのでしょうか。
多田　心がけてきたのは、何かが起きてから「対応する」
のはなく、次に発生することを先読みして「適応する」こと
ですかね。緊急支援の活動をしていたときも、すぐに産業
やコミュニティを再生させるための「地域づくり」が必要に
なると考えていました。
　それと、先に仕組みをつくることも特徴的かもしれませ
ん。例えば、障害者の就労支援についても、施設を建てて
から仕事をつくると経営が行き詰まる可能性が高くなると
思ったので、まず最初に仕事をつくり、それで経営が成り

立つ仕組みを整えたうえで、施設をつくる。そのように、地
域の将来を見据え、長く持続的に回るような仕組みをつく
ることが重要ではないかと思います。
玉村　2人とも、試行錯誤を続ける過程で次 と々周囲との
関係性が生まれ、人が集まり、新しい事業やプロジェクトが
生まれる。そうした連鎖や循環が印象的ですね。
廣野　「ちょいのぞき気仙沼」の題目は観光ですが、参加
する事業者は観光で稼げるようになることを目指している
かと言われると、意外とそうでもないんです。
　自分たちの仕事を子どもたちが「おもしろい」と言ってく
れることが嬉しかったり、自社のイメージアップにつながっ
て人材を採用できたり、あるいは事業者同士で連帯するこ
と自体が楽しいなど、様々なメリットを感じています。つま
り、事業者のコミュニティ形成や次世代の育成という観光
以外の文脈や役割もあるんです。これは、周囲の協力が広
がり、今も活動が続いている理由の1つだと思います。
吉澤　私たちも同じように、活動の本質は移動や交通では
く、コミュニティづくりにあると思っています。乗合で買い物
に行ったら楽しいとか、車内での会話が近所の人のことを
知るきっかけになるとか、そうした支え合う地域づくりにこ
そ、私たちの活動の価値はあります。
　実際、それが様々な波及効果や連鎖を生み出していま
す。例えば、車を運転するドライバーです。彼らの多くは、以
前は地域や自治会の活動で表に出てくるような人ではな
かったんですが、自然と地域の中で頼られる存在になり、
いつのまにか自治会長や役員になった人が複数います。
役割や活躍の機会を得ることでその人自身の生活が充実
し、さらに地域全体もよくなるのです。

玉村　組織、チームのマネジメントで意識していることはあ

1958年、岩手県遠野市生まれ。東
日本大震災後、2011年3月末に
NPO法人遠野まごころネットを結
成。ボランティア派遣などの緊急支
援に奔走するとともに、障害者の就
労支援や農園経営、地元産品の6
次産業化など、産業・雇用創出、コ
ミュニティ支援を行っている。

NPO法人遠野まごころネット

多田一彦
理事

立命館大学政策科学部を卒業後、
大阪の企業に勤めながら、週末など
に社会活動を行う。退職後、活動を
本格的化させ、平和や環境に関する
プロジェクトに取り組む。震災後、一
般社団法人日本カーシェアリング協
会を設立し、宮城県石巻市で活動を
続ける。

一般社団法人
日本カーシェアリング協会

吉澤武彦
代表理事

チームマネジメント、
活動資金の確保は…

地元ならではの
価値に光を
当てよう

廣野
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りますか。

多田　役割分担を明確にし過ぎず、「だいたいでいきまし
ょう」といった具合に、手をがっちり握らないことを意識して
います。手を離しておかないと、大事なときに身動きがとり
づらくなりますからね。私が細かく指示することで、その人
のイマジネーションが狭くなってしまうかもしれない。それは
もったいないですよね。
　目標を一致させていれば、方法論は違っても最後は同じ
場所にたどり着けますし、仮に間違っても修正できます。一
人ひとりが自分で考えて動くことを大事にしないと、結果
的に組織全体でダイナミックな動きがとりづらくなります。
廣野　チーム内で互いに、いいところも悪いところも言い
合える関係が健全だと思っています。実は一時、事務局側
が事業者に対して遠慮するような時期がありました。プロ
グラムについて改善してほしいことがあっても、事業者には
協力してもらっている関係上、はっきり伝えづらい雰囲気
があったんです。でも、それは健全ではありません。参加す
るお客さんに喜んでもらうために、どうすればいいか。同じ
目線で、考えられるようにすることが大事です。
　震災直後、ゼロからプロジェクトをつくるときはアドレナリ
ンが出ていて、一気に走ってきましたが、時間の経過ととも
にモチベーションも停滞してきます。すると、みんな段 と々い
ろんな方向を向くようになってくるわけです。それでも、ベク
トルを合わせ、足並みを揃え、アドバイスや不満を言い合っ
て協力する。そんな関係づくりを意識しています。
吉澤　私たちの活動は、タイアップの連続で成り立ってい
ます。ですから、日頃から互いにとって建設的なプロジェク
トになるよう心がけています。例えば、車のタイヤ交換は地
元の石巻専修大学で機械工学を学ぶ学生に、授業の一
環で手伝ってもらっています。「いい経験になる」と人気の
授業になっているようです。また、タイヤを提供してくれてい
るメーカーにとっても、CSRや自社への愛着を育むことに
役立っているそうです。
　決して支援する・されるの上下関係ではなく、対等なパ
ートナーシップで「一緒にやりましょう」と、堂 と々伝えるよう

にしています。
玉村　資金面のやりくりについては、どんな考え方をお持

ちでしょうか。

吉澤　カーシェアリングは車を数多く抱えているため、維
持費をはじめコストが意外とかかるんです。一方で、補助
金や助成金は徐々に少なくなってきています。ただ、それは
当初から予想していたことなので、コミュニティ・カーシェア
リングとは別に、レンタカーやリース事業、さらに保険代理
店の事業も始めました。最低限、自主事業で必要なコスト
を回収できるように努力する部分と、一方でより社会性の
強いコミュニティ・カーシェアリングは自治体や企業などに
応援してもらう。つまり、自主事業と社会的事業の折衷案
のようなスタイルで、事業を続けています。
　経済の本質は、社会的な価値に財源や資金が後から付
いてくることではないでしょうか。ですから、私たちがあくま
で最も重視しているの
は、社会的に価値のあ
る事業を追求していくこ
とです。
廣野　僕たちも現在は
市の復興予算で動いて
いますが、これから先細
ることは予想していま
す。そうした中で、今後
は補助金がなくても、持続的に組織や活動を回していくこ
とが求められるようになるでしょう。今、観光プログラムで
は参加事業者の収入から10％を手数料として事務局が
徴収しています。これを含め、将来的に自走化できるような
財源確保の絵を描いているところです。
　一方で、仮に復興関連の予算がなくなっても、例えば市
の広報予算に「ちょいのぞき気仙沼」を紐付けて、互いに効
果的なプロモーションにつなげるなど、予算の適用方法に
ついてはいろんな工夫が考えられます。そうした予算や制度
を一度まな板の上にずらっと並べて、「この予算なら、この
活動に使える」といったことを議論する必要もあるでしょう。

1983年生まれ。宮城県気仙沼市出
身。東京の大学を卒業後、大手IT企
業に勤務。家業を継ぐため2014年
12月にUターンし、漁具販売を営む
アサヤ株式会社に入社。現在、専務
取締役を務める。海産物など気仙沼
産品の通販サイトを運営する気仙沼
さん株式会社の代表取締役社長。

観光チーム気仙沼

廣野一誠
リーダー

慶應義塾大学総合政策学部卒業。
同大学院政策・メディア研究科修士
課程修了。同博士課程単位取得退
学。専門分野は公共経営、ソーシャル
マーケティング、評価システム設計。
著書に、『ソーシャルパワーの時代―

「つながりのチカラ」が革新する企業
と地 域の価 値 共 創（CSV）戦 略 』

（産学社、2016年、編著）など多数。

慶應義塾大学

玉村雅敏
総合政策学部教授

スタッフ一人
ひとりの考えを
大事にする

多田



50

玉村　3人のような人材が今後どんどん増えていくと、非常

に頼もしいですね。これから地域で何か挑戦しようとしてい

る後輩たちに、伝えたいことはありますか。

廣野　僕は東京のIT企業で10年間働いていました。全く
異なる業界に見えますが、そのときに学んだ資料作成やプ
レゼン、ファシリテーションなどのスキルが今、観光プログラ
ムの制作や会議の運営、目標設定の方法など随所に役立
っていることを強く感じています。つまり、たとえ場面や業
界が変わっても、それまでの経験がゼロになるわけではな
いのです。どんな経験もどこかで役に立つはずなので、いろ
んなことに積極的にチャレンジしてほしいですね。
吉澤　カーシェアリングを始めたとき、私は車の運転がで
きませんでした。車に関して、全くの素人だったんです。そ
れでも、事業は少しずつ大きくなり、今こうして続けられて
います。思い切って一歩を踏み出し、粘り強く続けていると
不思議と発展していく。そんな手応えを感じています。もち
ろん、失敗することもありますよ。ただ、そこから学ぶことで、
少しずつ動き方や打ち手の精度が上がり、軌道に乗ってい
くことは少なくありません。
　そんな中でも、私は一貫して「小さな雛形をつくる」こと
にエネルギーを注いできました。サイズは小さくても、モデ
ルが1つでもできれば、別の場所で実施する際に起こり得
ることが予測しやすかったり、関係者との交渉も進めやす
いからです。実際、石巻市ではある仮設住宅で手始めに雛
形をつくり、その後、実施する場所を少しずつ増やしてきま

した。
多田　若い人には、力
まず、素直に直球を投げ
てほしいですね。変なプ
ライドや遠慮は必要あり
ません。「こうしたい」

「こうなったらいいのに」
という思いを、ストレート
に表現することで、次第

に道は拓けてくるはずです。
　どうも最近は、早く効率的に解決策を探すことが重視さ
れる風潮があるように感じますが、それと同じかそれ以上
に、私は解決の糸口を探せる人にこそ、もっとスポットが当
てられるべきだと思います。すぐに解決策を導けなくても、
問題の根幹部分に勘を働かせられる。そんな力を身につ
けてほしいですね。

玉村　国や自治体に対して、期待することを教えてくださ

い。

廣野　補助金などの制度や活用方法について、地元では
まだまだ知らない人が多い印象があります。いい制度はあ
っても、なかなかそういう情報にアクセスしにくいのが現状
です。ですから、そうした情報提供や使途などについて相
談できる窓口・サービスがあると助かりますね。
　「公」といっても、例えば市、県、中小企業庁、経済産業
省、復興庁などと非常に多岐にわたるので、それぞれの組

織や制度について横断的に知識をもった官民交流のアドバ
イザーのような人がいると、非常に頼りになると思います。
多田　制度をどう解釈し、どう使うか。これも重要です。例
えば、国の地方創生関連の予算が各市町村に配分された
際に、受け取った市町村がどう使うかが問題なんです。当
然、単なるバラマキや政治的な意図で使われてしまっては
意味がありません。また、外部のコンサルタントに丸投げす
るだけでは、地域に根付いた活動にはならないでしょう。使
う側の資質が問われます。
　その意味でも、私たちNPOや市民にとっては、市町村と
の関係が非常に重要です。例えば、各市町村に民間の活
動をサポートする“市民活動サポートセンター”のような中

平時の官民連携にこそ
投資すべき

次世代に伝えたい
“直球”の心得

小さな雛形を
つくり、広げる
ことが重要だ

吉澤
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間団体をつくり、NPOや市民がアクセスできて、協働して
使途を議論できるような仕組みをつくるのは一手でしょう。
玉村　熊本地震や西日本豪雨など、他の被災地などで、地

域を越えて広域的に活動するうえで、国や自治体とはどの

ように連携することが望ましいとお考えですか。

吉澤　行政との連携が、活動当初からとてもうまくいった
例があります。西日本豪雨の被災地、岡山県の例です。こ
のときは、私たちの活動を知っていた知事が率先して動い
てくれたのが大きかったですね。そうした行政の要請があ
ると、関連する業界や企業の動き方が全然違います。すぐ
に地元のディーラーが車を提供してくれ、煩雑な車両の登
録作業やメンテナンスもやってくれました。結果的に倉敷
市真備町では90台以上の車が集まりました。長く続けて

いる石巻が現在80台ほどですので、スピード感が全く違
います。
　行政の呼びかけがあると、こんなにも違うものかと今回
の体験を通して痛感しました。ですから、行政にはその力を
うまく使って民間企業や業界を巻き込み、その間に私たち
がコーディネーター役で入る。こうしたかたちができれば、
地域の課題解決につなげられるはずです。
　残念ながら、これから災害は各地で頻発するでしょう。
本当に大事なのは、災害が起こる前の備えです。平時から
の連携が重要なはずですが、そこに十分にお金が回ってい
ないと感じています。例えばカーシェアリングだったら、災
害が起きた後に外から車を運ぶのではなく、現地にある車

を貸し出せるようなシステムをつくっておけばいいはずで
す。対処療法ではなく、平時の仕組みづくりにもっと投資す
ることが重要です。
多田　そのためには、
検証が欠かせません。
東日本大震災について
は、まだ広い目で見た
検証がされていません。
それがないと、次への備
えになりませんよね。今
こそしっかりと検証し、
災害対策以上に防災に
お金を回す視点に切り替える必要があります。
玉村　それでは最後に、本日の感想や今後の抱負をお聞

かせください。

廣野　3つの団体に共通しているのは、1つの分野だけ
ではなく、例えば僕たちが観光であり次世代育成、カーシ
ェアリングが交通でありコミュニティであるといった具合
に、様々な要素が混ざり合うことで、新しい取り組みや価値
が生まれるのだと改めて実感することができました。
　「ちょいのぞき気仙沼」としては今後、観光プログラムで
しっかりとお金という対価をいただき、それに対して見合う
価値を提供する。そうした成果を目に見えるかたちで出し
ていきたいと思います。
吉澤　2人とも、自然体であることが印象的でした。私もそ
うですが、いい意味ですべて自分でやろうとはしていない。
そういう周囲を巻き込むリーダーシップがあるのだと感じま
した。もしかしたら、少し頼りないくらいの人の方が、周りに
人が集まり、それぞれに出番や役割が生まれ、結果的に人
も地域も元気になるように思います。
　私たちのコミュニティ・カーシェアリングも、まさにそうで
す。ドライバーや、会合のときにお茶などをセッティングして
くれる人など。それぞれ得手不得手がある中で、自然と役
割と関係性が生まれています。こうしたチームづくりをベー
スに、今後も活動を続けていきます。
多田　今日は、いいヒントをたくさんいただきました。カー
シェアリングと観光プログラム、どちらも非常に興味があ
り、機会があれば私たちの地域でも挑戦してみたいです。
この縁を活かして、今後も地域を盛り上げていきたいと思
います。
玉村　連携やつながりがどんどん膨らむことは、それぞれ
の地域にとって非常に大きい価値になりますね。これから
も3人の活動を楽しみにしています。本日はありがとうござ
いました。

人が輝き、支え合う地域へ「新しい東北」が照らす未来

連携、つながりが
地域に価値を
もたらす

玉村



http://www.reconstruction.go.jp/
TEL 03-6328-0223　FAX 03-6328-0292
復興庁 総合政策班（「新しい東北」担当） 

新しい東北 検索

2019年2月発行　発行：復興庁　制作：NPO法人HUG

お問い合わせ

「新しい東北」事例集
　〜地域課題解決に向けた挑戦〜

平成29年度『新しい東北』復興・創生顕彰受賞者の取組


